
浜松市告示第７８１号 

平成２０年浜松市告示第３９０号（入札参加資格並びに資格審査の時期及び方法に関す

る告示）の一部を次のように改正し、令和４年２月１日から施行する。 

令和３年１１月１日 

浜松市長 鈴 木 康 友  

改正前 改正後 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１６７条の５第１項及び第１

６７条の１１第２項の規定に基づき、浜

松市が発注する工事又は製造（以下「建

設工事」という。）の請負、工事に係る測

量、調査、設計若しくは監理（以下「建

設工事関連業務」という。）の委託、物品

の購入、製造、修繕若しくは売払い（以

下「物品購入」という。）又は業務委託（建

設工事関連業務を除く。以下同じ。）、賃

貸借（土地又は建物の賃貸借を除く。）若

しくは役務の提供（以下「業務委託・賃

貸借」という。）に係る一般競争入札、指

名競争入札又は随意契約（見積合せ）（以

下「競争入札等」という。）に参加する者

に必要な資格並びに当該資格審査の時期

及び方法等について次のように定めたの

で、同令第１６７条の５第２項（同令第

１６７条の１１第３項において準用する

場合を含む。）の規定により告示し、平成

２０年１０月１日から施行する。なお、

平成元年浜松市告示第９号（入札参加資

格並びに資格審査の時期及び方法に関す

地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１６７条の５第１項及び第１

６７条の１１第２項の規定に基づき、浜

松市が発注する工事又は製造（以下「建

設工事」という。）の請負、工事に係る測

量、調査、設計若しくは監理（以下「建

設工事関連業務」という。）の委託、物品

の購入、製造、修繕若しくは売払い（以

下「物品購入」という。）又は業務委託（建

設工事関連業務を除く。以下同じ。）、賃

貸借（土地又は建物の賃貸借を除く。）若

しくは役務の提供（以下「業務委託・賃

貸借」という。）に係る一般競争入札、指

名競争入札又は随意契約（見積合せ）（以

下「競争入札等」という。）に参加する者

に必要な資格並びに当該資格審査の時期

及び方法等について次のように定めたの

で、同令第１６７条の５第２項（同令第

１６７条の１１第３項において準用する

場合を含む。）の規定により告示し、平成

２０年１０月１日から施行する。なお、

平成元年浜松市告示第９号（入札参加資

格並びに資格審査の時期及び方法に関す



る告示）は、廃止する。 る告示）は、廃止する。 

第１ 建設工事の請負契約に係る競争入

札等参加者に必要な資格 

第１ 建設工事の請負契約に係る競争入

札等参加者に必要な資格 

１ （略） １ （略） 

２ 入札参加資格 ２ 入札参加資格 

（1） 入札参加資格を有する者は、当該

資格審査の時期の属する月の１日

（以下「基準日」という。）現在にお

いて次に掲げる要件を備えた者とす

る。 

（1） 入札参加資格を有する者は、当該

資格審査の時期の属する月の１日

（以下「基準日」という。）現在にお

いて次に掲げる要件を備えた者とす

る。 

ア  競争入札等に参加しようとする建設

工事に係る建設業について法第３条の

許可を受けており、その工事について

法第２７条の２３第１項の規定による

審査を受けていること。 

ア  競争入札等に参加しようとする建設

工事に係る建設業について法第３条の

許可を受けており、その工事について

法第２７条の２３第１項の規定による

審査を受けていること。 

イ  基準日直前の事業年度まで引き続き

１年以上建設業を営んでいること。 

イ  基準日直前の事業年度まで引き続き

１年以上建設業を営んでいること。 

ウ 以下に定める届出の義務のいずれか

を履行していない者（当該届出の義

務がない者を除く。）でないこと。

(ｱ) 健康保険法（大正１１年法律第７０

号）第４８条の規定による届出の義務

(ｲ) 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１

１５号）第２７条の規定による届出の

義務

(ｳ) 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６

号）第７条の規定による届出の義務 

ウ 以下に定める届出の義務のいずれか

を履行していない者（当該届出の義

務がない者を除く。）でないこと。

(ｱ) 健康保険法（大正１１年法律第７０号）

第４８条の規定による届出の義務

(ｲ) 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１

１５号）第２７条の規定による届出の

義務

(ｳ) 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６

号）第７条の規定による届出の義務 

エ  事業協同組合については、中小企業

等協同組合法（昭和２４年法律第１８

１号）に基づいて設立された組合であ

り、官公需適格組合証明を受けている

こと。 

エ  事業協同組合については、中小企業

等協同組合法（昭和２４年法律第１８

１号）に基づいて設立された組合であ

り、官公需適格組合証明を受けている

こと。 

オ 納期限が到来している浜松市税に未



納がない者であること（入札参加資格

の審査を受けようとする者の同意に基

づき浜松市財務部調達課（以下「調達

課」という。）が浜松市税の納付又は納

税状況を照会した結果、納期限が到来

している浜松市税に未納があることが

判明した場合において、調達課が指定

する期日までに当該未納を解消した者

を含む）。

オ 第１の４に掲げる書類について、市

長が必要と認める書類を提出できるこ

と。 

カ 第１の４に掲げる書類について、市

長が必要と認める書類を提出できるこ

と。 

（2） 前号の規定にかかわらず、市長が

特別の理由があると認める場合は、

入札参加資格を有する者とする。 

（2） 前号の規定にかかわらず、市長が

特別の理由があると認める場合は、

入札参加資格を有する者とする。 

３ （略） ３ （略） 

４ 申請書等の提出 ４ 申請書等の提出 

入札参加資格の審査を受けようとする

者は、定期審査においては次の各号に掲

げる書類のうち、第１号に掲げる書類は

１１月１日（同日が、浜松市の休日を定

める条例（平成元年１２月２０日浜松市

条例第７６号）に規定する市の休日（以

下「休日」という。）に当たるときはその

翌開庁日。以下同じ。）から１１月３０日

（同日が、休日に当たるときはその前開

庁日。以下同じ。）までの間に、インター

ネットを使用して申請（以下「電子申請」

という。）し、電子申請した当該第１号

に掲げる書類及び第２号から第２３号ま

での書類について、市長が必要と認める

書類を１１月３０日までに提出しなけれ

ばならない。ただし、電子申請の方法に

入札参加資格の審査を受けようとする

者は、定期審査においては次の各号に掲

げる書類のうち、第１号に掲げる書類は

１１月１日（同日が、浜松市の休日を定

める条例（平成元年１２月２０日浜松市

条例第７６号）に規定する市の休日（以

下「休日」という。）に当たるときはその

翌開庁日。以下同じ。）から１１月３０日

（同日が、休日に当たるときはその前開

庁日。以下同じ。）までの間に、インター

ネットを使用して申請（以下「電子申請」

という。）し、電子申請した当該第１号

に掲げる書類及び第２号から第２３号ま

での書類について、市長が必要と認める

書類を１１月３０日までに提出しなけれ

ばならない。ただし、電子申請の方法に



よらない場合は、第４号から第２３号ま

での書類について、市長が必要と認める

書類を１１月３０日までに提出しなけれ

ばならない。追加審査及び随時審査にお

いては次の各号に掲げる書類のうち、第

４号から第２３号までの書類について、

市長が必要と認める書類を市長が定める

期間に提出しなければならない。当該提

出が郵送によるときは、消印の日を提出

した日とみなす。 

よらない場合は、第４号から第２３号ま

での書類について、市長が必要と認める

書類を１１月３０日までに提出しなけれ

ばならない。追加審査及び随時審査にお

いては次の各号に掲げる書類のうち、第

４号から第２３号までの書類について、

市長が必要と認める書類を市長が定める

期間に提出しなければならない。当該提

出が郵送によるときは、消印の日を提出

した日とみなす。 

(1) 入札参加資格審査申請書 

(2) 入札参加資格更新申請書「使用印鑑

届」 

（3） 入札参加資格更新申請書補助シート

(4) 入札参加資格審査申請書「使用印鑑

届」 

（5） 業者情報入力票 

（6） 工事経歴書 

（7） 経営規模等評価結果通知・総合評定

値通知書 

（8） 技術者一覧 

（9） 上水道管布設調書（該当者のみ） 

（10） ＩＳＯ取得認証を証明する書類（取

得している場合のみ） 

（11） 障害者雇用状況報告書（該当者のみ）

（12）営業所一覧（建設業許可の業種を確

認できるもの） 

（13）災害協定の写し（該当者のみ） 

（14）人的関係に関する申告書 

（15）商業登記事項証明書 

（16）市税完納証明書 

（17）消費税及び地方消費税にかかる納税

(1)  入札参加資格審査申請書 

(2) 入札参加資格更新申請書「使用印鑑

届」 

（3） 入札参加資格更新申請書補助シート

(4) 入札参加資格審査申請書「使用印鑑

届」 

（5） 業者情報入力票 

（6） 工事経歴書 

（7） 経営規模等評価結果通知・総合評定

値通知書 

（8） 技術者一覧 

（9） 上水道管布設調書（該当者のみ） 

（10） ＩＳＯ取得認証を証明する書類（取

得している場合のみ） 

（11） 障害者雇用状況報告書（該当者のみ）

（12）営業所一覧（建設業許可の業種を確

認できるもの） 

（13）災害協定の写し（該当者のみ） 

（14）人的関係に関する申告書 

（15）商業登記事項証明書 

（16）市税の納付又は納入状況照会に関す

る同意書 

（17）消費税及び地方消費税にかかる納税



証明書 

（18）市・県民税の特別徴収義務者の指定

書の写し 

（19）健康保険、厚生年金保険及び雇用保

険への加入を証明する書類（該当者の

み） 

（20）社会保険等に関する報告書（該当者

のみ） 

（21）法人番号を確認できる書類の写し（法

人番号を有する者のみ） 

（22）協力雇用主登録証明書の写し 

（23）その他必要と認める書類 

証明書 

（18）市・県民税の特別徴収義務者の指定

書の写し 

（19）健康保険、厚生年金保険及び雇用保

険への加入を証明する書類（該当者の

み） 

（20）社会保険等に関する報告書（該当者

のみ） 

（21）法人番号を確認できる書類の写し（法

人番号を有する者のみ） 

（22）協力雇用主登録証明書の写し 

（23）その他必要と認める書類 

５～１０ （略） ５～１０ （略） 

第２ 建設工事関連業務の委託契約に係

る競争入札等参加者に必要な資格 

第２ 建設工事関連業務の委託契約に係

る競争入札等参加者に必要な資格 

１ （略） １ （略） 

２ 入札参加資格 ２ 入札参加資格 

（1） 入札参加資格を有する者は、基準

日現在において次に掲げる要件を備

えた者とする。

ア 基準日直前の事業年度まで引き続き

１年以上業務を営んでいること。

イ 営業に関して法律上登録等を受けて

いることが必要とされる建設工事関連

業務については、当該登録を受けてい

ること。

（1） 入札参加資格を有する者は、基準

日現在において次に掲げる要件を備

えた者とする。

ア 基準日直前の事業年度まで引き続き

１年以上業務を営んでいること。

イ 営業に関して法律上登録等を受けて

いることが必要とされる建設工事関連

業務については、当該登録を受けてい

ること。

ウ 納期限が到来している浜松市税に未

納がない者であること（入札参加資格

の審査を受けようとする者の同意に基

づき浜松市財務部調達課（以下「調達

課」という。）が浜松市税の納付又は納

税状況を照会した結果、納期限が到来

している浜松市税に未納があることが



ウ 第２の４に掲げる書類について、市

長が必要と認める書類を提出できるこ

と。

（2） 前号の規定にかかわらず、市長が

特別の理由があると認める場合は、

入札参加資格を有する者とする。 

判明した場合において、調達課が指定

する期日までに当該未納を解消した者

を含む）。

エ 第２の４に掲げる書類について、市

長が必要と認める書類を提出できるこ

と。

（2） 前号の規定にかかわらず、市長が

特別の理由があると認める場合は、

入札参加資格を有する者とする。 

３ （略） ３ （略） 

４ 申請書等の提出 ４ 申請書等の提出 

（1） 入札参加資格の審査を受けようと

する者は、定期審査においては次に掲

げる書類のうち、アに掲げる書類は１

１月１日から１１月３０日までの間に

電子申請し、電子申請した当該アに掲

げる書類及びイからツまでの書類につ

いて、市長が必要と認める書類を１１

月３０日までに提出しなければならな

い。ただし、電子申請の方法によらな

い場合は、エからツまでの書類につい

て、市長が必要と認める書類を市長が

定める期間に提出しなければならな

い。追加審査及び随時審査においては

次の各号に掲げる書類のうち、エから

ツまでの書類について、市長が必要と

認める書類を市長が定める期間に提出

しなければならない。当該提出が郵送

によるときは、消印の日を提出した日

とみなす。 

（1） 入札参加資格の審査を受けようと

する者は、定期審査においては次に掲

げる書類のうち、アに掲げる書類は１

１月１日から１１月３０日までの間に

電子申請し、電子申請した当該アに掲

げる書類及びイからツまでの書類につ

いて、市長が必要と認める書類を１１

月３０日までに提出しなければならな

い。ただし、電子申請の方法によらな

い場合は、エからツまでの書類につい

て、市長が必要と認める書類を市長が

定める期間に提出しなければならな

い。追加審査及び随時審査においては

次の各号に掲げる書類のうち、エから

ツまでの書類について、市長が必要と

認める書類を市長が定める期間に提出

しなければならない。当該提出が郵送

によるときは、消印の日を提出した日

とみなす。 



ア 入札参加資格審査申請書 

イ 入札参加資格更新申請書「使用印鑑

届」 

ウ 入札参加資格更新申請書補助シー

ト 

エ 入札参加資格審査申請書「使用印鑑

届」 

オ 業者情報入力票 

カ 技術者一覧 

キ 登録証明書 

ク 測量等実績調書 

ケ 基準日直前１年の営業年度の貸借

対照表及び損益計算書 

コ 人的関係に関する申告書 

サ 商業登記事項証明書 

シ 市税完納証明書 

ス 消費税及び地方消費税に係る納税

証明書 

セ 市・県民税の特別徴収義務者の指定

書の写し 

ソ 代表者身元証明書 

タ 登記されていないことの証明書 

チ 法人番号を確認できる書類の写し

（法人番号を有する者のみ） 

ツ その他必要と認める書類 

ア 入札参加資格審査申請書 

イ 入札参加資格更新申請書「使用印鑑

届」 

ウ 入札参加資格更新申請書補助シー

ト 

エ 入札参加資格審査申請書「使用印鑑

届」 

オ 業者情報入力票 

カ 技術者一覧 

キ 登録証明書 

ク 測量等実績調書 

ケ 基準日直前１年の営業年度の貸借

対照表及び損益計算書 

コ 人的関係に関する申告書 

サ 商業登記事項証明書 

シ 市税の納付又は納入状況照会に関

する同意書 

ス 消費税及び地方消費税に係る納税

証明書 

セ 市・県民税の特別徴収義務者の指定

書の写し 

ソ 代表者身元証明書 

タ 登記されていないことの証明書 

チ 法人番号を確認できる書類の写し

（法人番号を有する者のみ） 

ツ その他必要と認める書類 

(2) （略） (2) （略） 

５～９ （略） ５～９ （略） 

第３ （略） 第３ （略） 

第４ 物品購入に係る競争入札等参加者

に必要な資格 

第４ 物品購入に係る競争入札等参加者

に必要な資格 

１ （略） １ （略） 

２ 入札参加資格 ２ 入札参加資格 



（1） 入札参加資格を有する者は、基準

日現在において次に掲げる要件を備

えた者とする。 

ア 基準日直前の事業年度まで引き続き

１年以上業務を営んでいること。 

イ 営業に関して法律上登録等を受けて

いることが必要とされる業務について

は、当該登録を受けていること。 

ウ 第４の４に掲げる書類について、市

長が必要と認める書類の提出ができる

こと。 

（2） 前号の規定にかかわらず、市長が

特別の理由があると認める場合は、

入札参加資格を有する者とする。 

（1） 入札参加資格を有する者は、基準

日現在において次に掲げる要件を備

えた者とする。 

ア 基準日直前の事業年度まで引き続き

１年以上業務を営んでいること。 

イ 営業に関して法律上登録等を受けて

いることが必要とされる業務について

は、当該登録を受けていること。 

ウ 納期限が到来している浜松市税に未

納がない者であること（入札参加資格

の審査を受けようとする者の同意に基

づき浜松市財務部調達課（以下「調達

課」という。）が浜松市税の納付又は納

税状況を照会した結果、納期限が到来

している浜松市税に未納があることが

判明した場合において、調達課が指定

する期日までに当該未納を解消した者

を含む）。

エ 第４の４に掲げる書類について、市

長が必要と認める書類の提出ができる

こと。 

（2） 前号の規定にかかわらず、市長が

特別の理由があると認める場合は、

入札参加資格を有する者とする。 

３ （略） ３ （略） 

４ 申請書等の提出 ４ 申請書等の提出 

入札参加資格の審査を受けようとする

者は、定期審査においては次の各号に掲

げる書類のうち、第１号に掲げる書類は

１１月１日から１１月３０日までの間に

電子申請し、電子申請した当該第１号に

掲げる書類及び第２号から第１５号まで

の書類について、市長が必要と認める書

入札参加資格の審査を受けようとする

者は、定期審査においては次の各号に掲

げる書類のうち、第１号に掲げる書類は

１１月１日から１１月３０日までの間に

電子申請し、電子申請した当該第１号に

掲げる書類及び第２号から第１５号まで

の書類について、市長が必要と認める書



類を１１月３０日までに提出しなければ

ならない。ただし、電子申請の方法によ

らない場合は、第４号から第１５号まで

の書類について、市長が必要と認める書

類を市長が定める期間に提出しなければ

ならない。追加審査及び随時審査におい

ては次の各号に掲げる書類のうち、第４

号から第１５号までの書類について、市

長が必要と認める書類を市長が定める期

間に提出しなければならない。当該提出

が郵送によるときは、消印の日を提出し

た日とみなす。 

類を１１月３０日までに提出しなければ

ならない。ただし、電子申請の方法によ

らない場合は、第４号から第１５号まで

の書類について、市長が必要と認める書

類を市長が定める期間に提出しなければ

ならない。追加審査及び随時審査におい

ては次の各号に掲げる書類のうち、第４

号から第１５号までの書類について、市

長が必要と認める書類を市長が定める期

間に提出しなければならない。当該提出

が郵送によるときは、消印の日を提出し

た日とみなす。 

(1) 入札参加資格審査申請書 

（2） 入札参加資格更新申請書「使用印

鑑届」 

（3） 入札参加資格更新申請書補助シー

ト 

（4） 入札参加資格審査申請書「使用印

鑑届」 

（5） 業者情報入力票 

（6） 基準日直前１年の営業年度の貸借

対照表及び損益計算書 

（7） 人的関係に関する申告書 

（8） 商業登記事項証明書 

（9） 市税完納証明書 

（10） 消費税及び地方消費税に係る納税

証明書 

（11）市・県民税の特別徴収義務者の指

定書の写し 

（12）代表者身元証明書 

（13）登記されていないことの証明書 

（14）法人番号を確認できる書類の写し

(1) 入札参加資格審査申請書 

（2） 入札参加資格更新申請書「使用印

鑑届」 

（3） 入札参加資格更新申請書補助シー

ト 

（4） 入札参加資格審査申請書「使用印

鑑届」 

（5） 業者情報入力票 

（6） 基準日直前１年の営業年度の貸借

対照表及び損益計算書 

（7） 人的関係に関する申告書 

（8） 商業登記事項証明書 

（9） 市税の納付又は納入状況照会に関

する同意書 

（10） 消費税及び地方消費税に係る納税

証明書 

（11）市・県民税の特別徴収義務者の指

定書の写し 

（12）代表者身元証明書 

（13）登記されていないことの証明書 

（14）法人番号を確認できる書類の写し



（法人番号を有する者のみ） 

（15）その他必要と認める書類 

（法人番号を有する者のみ） 

（15）その他必要と認める書類 

５～９ （略） ５～９ （略） 

第５ 業務委託・賃貸借に係る競争入札

等参加者に必要な資格 

第５ 業務委託・賃貸借に係る競争入札

等参加者に必要な資格 

１ （略） １ （略） 

２ 入札参加資格 ２ 入札参加資格 

（1） 入札参加資格を有する者は、基準

日現在において次に掲げる要件を備

えた者とする。 

ア 基準日直前の事業年度まで引き続き

１年以上業務を営んでいること。 

イ 営業に関して法律上登録等を受けて

いることが必要とされる業務について

は、当該登録を受けていること。 

ウ 第５の４に掲げる書類について、市

長が必要と認める書類の提出ができる

こと。 

（2） 前号の規定にかかわらず、市長が

特別の理由があると認める場合は、

入札参加資格を有する者とする。 

（1） 入札参加資格を有する者は、基準

日現在において次に掲げる要件を備

えた者とする。 

ア 基準日直前の事業年度まで引き続き

１年以上業務を営んでいること。 

イ 営業に関して法律上登録等を受けて

いることが必要とされる業務について

は、当該登録を受けていること。 

ウ 納期限が到来している浜松市税に未

納がない者であること（入札参加資格の

審査を受けようとする者の同意に基づ

き浜松市財務部調達課（以下「調達課」

という。）が浜松市税の納付又は納税状

況を照会した結果、納期限が到来してい

る浜松市税に未納があることが判明し

た場合において、調達課が指定する期日

までに当該未納を解消した者を含む）。

エ 第５の４に掲げる書類について、市長

が必要と認める書類の提出ができるこ

と。 

（2） 前号の規定にかかわらず、市長が特

別の理由があると認める場合は、入札

参加資格を有する者とする。 

３ （略） ３ （略） 

４ 申請書等の提出 ４ 申請書等の提出 

入札参加資格の審査を受けようとする 入札参加資格の審査を受けようとする



者は、定期審査においては次の各号に掲

げる書類のうち、第１号に掲げる書類は

１１月１日から１１月３０日までの間に

電子申請し、電子申請した当該第１号に

掲げる書類及び第２号から第１５号まで

の書類について、市長が必要と認める書

類を１１月３０日までに提出しなければ

ならない。ただし、電子申請の方法によ

らない場合は、第４号から第１５号まで

の書類について、市長が必要と認める書

類を市長が定める期間に提出しなければ

ならない。追加審査及び随時審査におい

ては次の各号に掲げる書類のうち、第４

号から第１５号までの書類について、市

長が必要と認める書類を市長が定める期

間に提出しなければならない。当該提出

が郵送によるときは、消印の日を提出し

た日とみなす。 

者は、定期審査においては次の各号に掲

げる書類のうち、第１号に掲げる書類は

１１月１日から１１月３０日までの間に

電子申請し、電子申請した当該第１号に

掲げる書類及び第２号から第１５号まで

の書類について、市長が必要と認める書

類を１１月３０日までに提出しなければ

ならない。ただし、電子申請の方法によ

らない場合は、第４号から第１５号まで

の書類について、市長が必要と認める書

類を市長が定める期間に提出しなければ

ならない。追加審査及び随時審査におい

ては次の各号に掲げる書類のうち、第４

号から第１５号までの書類について、市

長が必要と認める書類を市長が定める期

間に提出しなければならない。当該提出

が郵送によるときは、消印の日を提出し

た日とみなす。 

(1) 入札参加資格審査申請書 (1) 入札参加資格審査申請書 

（2） 入札参加資格更新申請書「使用印

鑑届」 

（3） 入札参加資格更新申請書補助シー

ト 

（4） 入札参加資格審査申請書「使用印

鑑届」 

（5） 業者情報入力票 

（6） 基準日直前１年の営業年度の貸借

対照表及び損益計算書 

（7） 人的関係に関する申告書 

（8） 商業登記事項証明書 

（9） 市税完納証明書 

（2） 入札参加資格更新申請書「使用印

鑑届」 

（3） 入札参加資格更新申請書補助シー

ト 

（4） 入札参加資格審査申請書「使用印

鑑届」 

（5） 業者情報入力票 

（6） 基準日直前１年の営業年度の貸借

対照表及び損益計算書 

（7） 人的関係に関する申告書 

（8） 商業登記事項証明書 

（9） 市税の納付又は納入状況照会に関

する同意書 



（10） 消費税及び地方消費税に係る納税

証明書 

（11）市・県民税の特別徴収義務者の指

定書の写し 

（12）代表者身元証明書 

（13）登記されていないことの証明書 

（14）法人番号を確認できる書類の写し

（法人番号を有する者のみ） 

（15）その他必要と認める書類 

（10） 消費税及び地方消費税に係る納税

証明書 

（11）市・県民税の特別徴収義務者の指

定書の写し 

（12）代表者身元証明書 

（13）登記されていないことの証明書 

（14）法人番号を確認できる書類の写し

（法人番号を有する者のみ） 

（15）その他必要と認める書類 

５～９ （略） ５～９ （略） 

第６～第７ （略） 第６～第７ （略） 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 


